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打撃が最も大きいのは砂糖（粗糖）だ！

政府試算では ＴＰＰに入ると農業生産額が大きく落ち込む 朝

国内価格の1/3の豪州品に置き換わる

前回試算（10年 今回試算（13年生産額

影響額

今回試算の内容

政府試算では、ＴＰＰに入ると農業生産額が大きく落ち込む 朝
日

農
業日前回試算（10年

11月）全世界対
象に関税撤廃

今回試算（13年
3月）11ヵ国対象
に関税撤廃

▲1兆 ▲1兆 3割が輸入品に

生産額 今回試算の内容

新
聞

3
兆

本
の
影コメ 2兆645億円

▲1兆
9700億円

▲1兆
1千億円

3割が輸入品に
置き換わる

砂糖 約1500億円 ▲1500億円 ▲1500億円 全て輸入品に

でんぷん 約220億円 ▲220億円 ▲220億円 全て輸入品に

聞円
減
・

影
響
額

牛乳・
乳製品

約6500億
～6600億円

▲4500億円 ▲2900億円
乳製品は、生ク
リームを除いて
全て輸入品に

高級品以外は一

平
成
25

・自
給

政
府

牛肉 約6200億円 ▲4500億円 ▲3600億円
高級品以外は
部を除いて輸入
品に

豚肉 約6千億円 ▲4600億円 ▲4600億円
銘柄豚以外は輸

25
年
3
月

給
率
27

試
算

豚肉 約6千億円 ▲4600億円 ▲4600億円
入品に

小麦 約800億円 ▲800億円 ▲770億円
ほんの一部を除
いて輸入品に

月
23
日
（土

％
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農業全体
の合計

約11兆
1千億円

▲4兆
5千億円

▲3兆円
土
）



コメ・砂糖「聖域」最優先

日本が「聖域」として関税維持を目指す5分野

関税率
（％）

品目数
生産農家
（万戸）

年間
生産額
（億円）

政
府ま

Ｔ
Ｐ
Ｐ

（億円）

778 58 144.5 17,950

脱脂粉乳 218

コメ

2 2 6 623

府
、
Ｔ

ま
ず
2

Ｐ
「例
外

粉

バター 360

38.5 51 7.4 4,406

乳製品

牛肉

188
2.2

（酪農）
6,623

（酪農）
Ｔ
Ｐ
Ｐ

2
国
間
交

外
品
目

328 81 4 839

小麦 252 8.6 585
109

砂糖

麦

で
検

交
渉

目
競
う
戦

大麦 256 3.5 169
109麦

（注）農林中金総合研究所の資料に基づいて作成。
品目数は関税分類上。2009年

検
討

戦
い
」石石
破
幹
事

5分野の関税分類上の品目数は487 自由化率94.6%
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事
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石破幹事長 「専業農家重視を示唆」
日本農業新聞

H25.3.26

平成24年度販売農家　（単位：千戸）

販売農家
主業
農家

準主業
農家

副業的
農家

1503.9 343.7 343.7 818.5

100% 23% 23% 54%

販売農家
専業
農家

第一種兼業
農家

第二種兼業
農家

1503 9 423 1 221 7 859 11503.9 423.1 221.7 859.1

100% 28% 15% 57%

主業農家：農業所得の50%以上が農業所得
65歳未満の農業従事60日以上の者がいる農家

準主業農家：農業外所得が主で65歳未満の農業従事60日以上の者がいる農家
副業的農家：主業、準主業以外の農家
専業農家：自家の農業収入以外に収入をもたない農家
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専業農家：自家の農業収入以外に収入をもたない農家
第一種兼業農家：農業所得を主とする兼業農家
第二種兼業農家：農外所得を主とする兼業農家



ＴＰＰに入った場合の農業対策の仕組みＴＰＰに入った場合の農業対策の仕組み

ＴＰＰ対策今 朝ＴＰＰ対策

農
家

今

政府 日本型

朝
日

へ
の
固
定
額

経営所得

安定対策

（旧戸別所得補償）

日本型

直接支払制度

2014年度から
新
聞額

の
支
払
い

（旧戸別所得補償）

ＴＰＰ交渉の結

聞

農
家

政府

メ収入補填

ＴＰＰ交渉の結

果でさらに政府

が資金を投入
平
成
25家

へ
の
変
動

コメ収入補填

政府など 新しい

統
合

25
年
3
月動

額
の
支
払

コメ・麦・大豆

など補填

新しい

保険制度
（収入を補填）

2016～17年度

ごろ導入

拡
充

月
23
日
（土

5

い
農業共済

（保険）

ごろ導入充 土
）



日経H25 3 26（火）

２０１４年以降の経営所得安定対策
日経H25.3.26（火）

民主党

2010年度 米戸別所得補償制度
（10a当たり１万５千円）

2011/12年度 麦・大豆に拡大2011/12年度 麦 大豆に拡大

自民党

2013年度 経営所得安定対策
（名称変更、6900億円）

年度 経営 得安定 策2014年度 経営所得安定対策
（検討案）
「多面的機能直接支払制度」
・ 原則全ての農地を対象
・ 交付金単価を地域や農地の

用途別に差をつける用途別に差をつける
（中山間地には上乗せ）

・ 林業/水産業にも同様の
交付金を出す
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交付金を出す
・ 交付金5000億円を想定



安倍政権のＴＰＰ交渉体制

安倍首相
佐

関係閣僚会議 鶴
岡

佐
々
木

政府対策会議本部
本部長・・・甘利TPP担当相

岡
公
二
外

豊
成
官 長

外 経産 農水 国交 その

外
務
審

官
房
副 外

務
省

経
済

産
業
省

農
林

水
産
省

国
土

交
通
省

の
他

省
庁

審
議
官
（

長
官
補

国内調整総括官 首席交渉官

各省庁から派遣 経
済
担

補
（財
務 国内調整総括官

（約30人のチーム）
首席交渉官

（約70人のチーム）

省庁間や政党 関係団体 TPP交渉11ヵ国

担
当
）

務
省
出
身
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省庁間や政党、関係団体
等との利害調整

TPP交渉11ヵ国
との外交交渉

身
）



産業競争力会議

佐
藤就大農藤
み
ず
ほ

就
農
者
、
農

大
規
模
農

農
業
関
連ほ

フ
ァ
イ
ナ

農
地
、
金

農
業
市
場
を

産
業
の
経ナ

ン
シ
ャ
ル

融
の
改
革

を
創
出
。

経
済
波
及ル

Ｇ
社
長

革
で

及
効
果
は
大大
き
い
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氏名 当選回数 選挙区 主な経歴

自民党「農林幹部会」のメンバー

保利耕輔 12 佐賀3
元政調会長、元自治相、元農水
政務官

大島理森 10 青森3 元副総裁、元幹事長、元農相

中谷  元　 8 高知2
農林水産戦略調査会長、
元防衛庁長官

宮路和明 8 鹿児島3
農林水産戦略調査会幹事、
農水省出身

今津  寛 6 北海道6
農林水産戦略調査会幹事、
農水省出身

今村雅弘 6 佐賀2
元農水副大臣、
元農水部会長

衆
院

ＴＰＰ対策委員会
元農水部会長

宮越光寛 6 富山2
農林水産戦略調査会会長代理、
元農水副大臣

山本  拓 6 福井2
元農水副大臣、農林水産流通・消
費対策委員長

院
議
員

・委員長：西川公也
・総裁直属の委員会

費対策委員長

西川公也 5 栃木2
TPP対策委員長、
元農林部会長

森山 裕 4 鹿児島5
衆院農林水産委員長             、
農林水産貿易対策委員長

農林族であるが、世界
貿易機関（WTO）交渉森山  裕 4 鹿児島5

農林水産貿易対策委員長

小里泰広 3 鹿児島4
農林部会長、
衆院農林水産委理事

葉梨康弘 3 茨城3
農林部会長代理、元畜産酪農対

に関わった経験から
貿易自由化の流れを
止められないことを葉梨康弘 3 茨城3

策小委員長

野村哲郎 2 鹿児島
元農水政務官、
元鹿児島県農協中央会常務理事

牧 京夫 静
農林水産戦略調査会副会長

参
院

止められないことを
認識している
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牧野京夫 1 静岡
農林水産戦略調査会副会長、
元党水産部長

山田俊夫 1 全国比例
農林部会長代理、
元全国農協中央会専務理事

院
議
員



産業競争力会議（第4回配布資料、H25.3.15）

目
標
と
す
べ

き
社
会
像

世界に冠たる高品質な農林水産資源を活用する豊かな農山漁村社会

べ
像

【国内】

・10年後に農業生産額世界3位

・2020年に、6次産業化で10兆円、生産性向上で4兆円の付加価値創出

【グローバル】

・10年後に農業輸出額世界3位

K
P
I

例
年後 農業輸 額世界 位

・10年後にフルーツ輸出世界一

〇日本の文化

〇新たな ズに応える戦略的技術 新製品

戦
略 〇新たなニーズに応える戦略的技術・新製品

〇野菜・果樹等の高付加価値型農業

〇生産・流通・消費の各側面にわたる異業種との連携・融合（6次産業化）

略
分
野
例

〇農林水産物・食品の輸出拡大

・日本の農産物のブランドを強化し、輸出体制を確立　等

〇野菜・果実等の高付加価値化民
間

・企業とのコラボレーションや6次産業化ファンドの活用　等

〇農地の大規模利用化、耕作放棄地の解消

・賃貸、土地信託、税制を活用した規模拡大や耕作放棄地解消へのインセンテイブ付与　等

間
議
員
意
見
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〇法制・人材育成・所得補償

・農業生産法人の要件緩和、特区での先行的規制緩和　等

見



経済同友会の提言農業新聞の警戒感
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